
釜 石 地 域 の 最 近 の 雇 用 失 業 情 勢 

１．全国の雇用失業情勢

① ２.６ % ２.６ % ０.０p ２.６ % ０.０p ２.６ % ０.０p

② １９３万人 １８５万人 ８万人 １７７万人 １６万人 １９０万人 ３万人

１.２６倍 １.２８倍 ０.０２p▲  １.２６倍 ０.００p １.３２倍 ０.０６p▲  

１.２２倍 １.２２倍 ０.００p １.１９倍 ０.０３p １.２４倍 ０.０２p▲  

１.０２倍 １.１９倍 ０.１７p▲  １.１２倍 ０.１０p▲  １.１２倍 ０.１０p▲  

釜 石 本 所 ０.８１倍 ０.９１倍 ０.１０p▲  ０.８６倍 ０.０５p▲  １.０４倍 ０.２３p▲  

遠野出張所 １.５３倍 １.８８倍 ０.３５p▲  １.７５倍 ０.２２p▲  １.２９倍 ０.２４p

２．岩手県・釜石所の雇用失業情勢（原数値）

令和　６年４月 前年同月 前年同月比 令和　６年４月 前年同月 前年同月比 令和　６年４月 前年同月 前年同月比 令和　６年４月 前年同月 前年同月比

① 6,733 6,704 0.4 % 410 401 2.2 % 281 259 8.5 % 129 142 9.2 % ▲  

② 23,200 23,122 0.3 % 1,454 1,428 1.8 % 1,038 977 6.2 % 416 451 7.8 % ▲  

③ 8,789 8,597 2.2 % 398 477 16.6 % ▲  229 255 10.2 % ▲  169 222 23.9 % ▲  

④ 25,575 25,975 1.5 % ▲   1,476 1,594 7.4 % ▲  840 1,014 17.2 % ▲  636 580 9.7 %

⑤ 2,230 2,486 10.3 % ▲  235 246 4.5 % ▲  195 182 7.1 % 40 64 37.5 % ▲  

⑥ 2,147 2,405 10.7 % ▲  208 207 0.5 % 168 166 1.2 % 40 41 2.4 % ▲  

⑦ 新規求人倍率 1.31倍 1.28倍 0.03p 0.97倍 1.19倍 0.22p ▲  0.81倍 0.98倍 0.17p ▲  1.31倍 1.56倍 0.25p ▲  

⑧ 有効求人倍率 1.10倍 1.12倍 0.02p ▲  1.02倍 1.12倍 0.10p ▲  0.81倍 1.04倍 0.23p ▲  1.53倍 1.29倍 0.24p

⑨ 就   職   率 33.1 % 37.1 % 4.0 p ▲  57.3 % 61.3 % 4.0 p ▲  69.4 % 70.3 % 0.9 p ▲  31.0 % 45.1 % 14.1 p ▲  

⑩ 充   足   率 24.4 % 28.0 % 3.6 p ▲  52.3 % 43.4 % 8.9 p 73.4 % 65.1 % 8.3 p 23.7 % 18.5 % 5.2 p

⑪ 4,075 3,573 14.0 % 274 270 1.5 % 193 168 14.9 % 81 102 20.6 % ▲  

⑫ 30,392 31,775 4.4 % ▲  21,065 19,947 5.6 % 9,327 11,828 21.1 % ▲  

―釜石所計の概況―

１

(令和　６年４月)

令和06年4月
前　　　　　月 前　々　月 前 年 同 月

完 全 失 業 率 （季節調整値）

令和06年3月 前月比 令和06年2月 前々月比 令和05年4月 前年同月比

完 全 失 業 者 数 （原　数　値）

③
有 効 求 人 倍 率
（ 季 節 調 整 値 ）

全　     　　 国

岩     手     県

釜石所計（原数値）

(注)　季節調整値は遡って変更されることがある。

岩　　手　　県　　計 釜　　石　　所　　計 うち釜石本所 うち遠野出張所

月間有効求職者数

新 規 求 人 数

新 規 求 職 者 数

充 足 数

（③／①）

月 間 有 効 求 人 数

就 職 件 数

（⑥／③×100）

雇用保険受給者実人員(基本手当)

（④／②）

（⑤／①×100)

（新規求人） 　新規求人数については、前年同月比16.6％減少した。ほぼすべての産業で求人数減となっている。産業別にみると「Ｅ製造業」が40.7％減となったが、受注減などによる工場
閉鎖などで採用計画を見直した影響である。また「Ｉ卸売業、小売業」が37.2%減となっているが、これは小売業において更新時期のずれにより減少となったものである。

雇用保険一般求職者給付支給総額(単位：千円)

（新規求職） 　新規求職者数については、前年同月比2.2％増加した。前年同月と比して大きな動きは無いが、物価上昇を主な原因とした生活苦から求職活動を始める高齢者が増えてきて
いる。



３．産業別新規求人（パート含む）

産業別割合(%) 産業別割合(%)

8,789  100.0 % 8,597  2.2 % 398  100.0 % 

Ｄ 1,043  11.9 % 1,053  0.9 % ▲     81  20.4 % 

Ｅ 977  11.1 % 1,147  14.8 % ▲    70  17.6 % 

Ｈ 465  5.3 % 382  (21.7%) 13  3.3 % 

Ｉ 1,157  13.2 % 1,147  (0.9%) 49  12.3 % 

Ｍ 804  9.1 % 508  58.3 % 22  5.5 % 

Ｐ 1,791  20.4 % 1,601  (11.9%) 77  19.3 % 

Ｒ 1,300  14.8 % 1,491  (▲   12.8%) 24  6.0 % 

４．新規高等学校卒業職業紹介状況（令和　６年４月末現在） ５．安定所別有効求人倍率

前　　月 前 々 月 前年同月

６年３月卒業生 ５年３月卒業生 前年同月比 ６年３月卒業生 ５年３月卒業生 前年同月比 令和06年3月 令和06年2月 令和05年4月

① 0  0  #DIV/0! 388  395  1.8 % ▲    1.20倍 1.23倍 1.12倍

5,864  5,942  1.3 % ▲    388  386  0.5 % 1.26倍 1.31倍 1.07倍

② 2,088  2,225  6.2 % ▲    105  115  8.7 % ▲    1.19倍 1.12倍 1.12倍

1,494  1,639  8.8 % ▲    87  101  13.9 % ▲   0.73倍 0.83倍 0.74倍

③ 2,085  2,222  6.2 % ▲    105  114  7.9 % ▲    1.51倍 1.62倍 1.31倍

1,491  1,636  8.9 % ▲    87  100  13.0 % ▲   1.09倍 1.14倍 1.32倍

うち管内 -  -  -  70  78  10.3 % ▲   1.18倍 1.16倍 1.32倍

④ 99.9 % 99.9 % 0.0 p 100.0 % 99.1 % 0.9 p 1.65倍 1.72倍 1.81倍

99.8 % 99.8 % 0.0 p 100.0 % 99.0 % 1.0 p 0.90倍 0.85倍 0.79倍

⑤ 3  3  0.0 % 0  1  100.0 % ▲  1.16倍 1.10倍 0.99倍

3  3  0.0 % 0  1  100.0 % ▲  0.69倍 0.69倍 0.62倍

（パートを含む原数値）

２

前年同月 前年同月比 令和　６年４月 前年同月 前年同月比

産　　　業　　　計 477  16.6 % ▲  

岩　　　　手　　　　県　　　　計 釜　　　　　石　　　　　所　　　　　計

令和　６年４月

建　　設　　業 93  12.9 % ▲  

製　　造　　業 118  

宿泊業、飲食サービス業 23  4.3 % ▲  

医  療、福  祉 91  (▲  15.4%)

40.7 % ▲  

運輸業、郵便業 10  (30.0%)

卸売業、小売業 78  (▲  37.2%)

他に分類されないサービス業 25  (▲   4.0%)
（注） 令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分
類」に基づく区分により表章したもの。
対前年同月差・比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

求　人　数 岩手県計 1.10倍

うち県内 盛　　岡 1.16倍

岩　　手　　県　　計 釜　　石　　所　　計
令和06年4月

内 定 者 数 花　　巻 1.29倍

うち県内 一　　関 0.99倍

求 職 者 数 釜　　石 1.02倍

うち県内 宮　　古 0.73倍

うち県内 大 船 渡 0.87倍

未就職者数 二　　戸 1.00倍

水　　沢 1.15倍

内　定　率（③／②） 北　　上 1.57倍

うち県内希望 久　　慈 0.61倍



釜石所

月間有効求人 月間有効求職 月間有効求人倍率
1,285 1,364 0.94

5 管理的職業従事者 4 1.25
196 専門的・技術的職業従事者 130 1.51
1 製造技術者（開発） 4 0.25
5 製造技術者（開発を除く） 18 0.28
53 建築・土木・測量技術者 17 3.12
2 情報処理・通信技術者 8 0.25
0 その他の技術者 0 -
5 医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 1 5.00
51 保健師，助産師，看護師 23 2.22
16 医療技術者 5 3.20
9 その他の保健医療従事者 3 3.00
35 社会福祉専門職業従事者 25 1.40
0 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 11 0.00
19 その他の専門的職業従事者 15 1.27
88 事務従事者 267 0.33
53 一般事務従事者 245 0.22
10 会計事務従事者 4 2.50
16 生産関連事務従事者 8 2.00
2 営業・販売事務従事者 3 0.67
0 外勤事務従事者 0 -
4 運輸・郵便事務従事者 0 -
3 事務用機器操作員 7 0.43

111 販売従事者 86 1.29
89 商品販売従事者 69 1.29
0 販売類似職業従事者 3 0.00
22 営業職業従事者 14 1.57
178 サービス職業従事者 157 1.13
1 家庭生活支援サービス職業従事者 0 -
58 介護サービス職業従事者 41 1.41
11 保健医療サービス職業従事者 8 1.38
7 生活衛生サービス職業従事者 4 1.75
51 飲食物調理従事者 59 0.86
41 接客・給仕職業従事者 35 1.17
0 居住施設・ビル等管理人 2 0.00
9 その他のサービス職業従事者 8 1.13
55 保安職業従事者 15 3.67
22 農林漁業従事者 22 1.00
420 生産工程従事者 272 1.54
4 生産設備制御・監視従事者（金属製品） 3 1.33
1 生産設備制御・監視従事者（金属製品を除く） 4 0.25
2 機械組立設備制御・監視従事者 7 0.29
40 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 29 1.38
84 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 47 1.79
265 機械組立従事者 140 1.89
16 機械整備・修理従事者 15 1.07
3 製品検査従事者（金属製品） 5 0.60
0 製品検査従事者（金属製品を除く） 3 0.00
0 機械検査従事者 4 0.00
5 生産関連・生産類似作業従事者 15 0.33
62 輸送・機械運転従事者 64 0.97
0 鉄道運転従事者 0 -
28 自動車運転従事者 46 0.61
0 船舶・航空機運転従事者 0 -
3 その他の輸送従事者 4 0.75
31 定置・建設機械運転従事者 14 2.21
96 建設・採掘従事者 37 2.59
26 建設躯体工事従事者 3 8.67
25 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 8 3.13
15 電気工事従事者 2 7.50
30 土木作業従事者 24 1.25
0 採掘従事者 0 -
52 運搬・清掃・包装等従事者 288 0.18
16 運搬従事者 40 0.40
18 清掃従事者 63 0.29
0 包装従事者 16 0.00
18 その他の運搬・清掃・包装等従事者 169 0.11
126 ＩＴ関連職業合計 40 3.15
141 福祉関連職業合計 78 1.81
79 (うち介護関係） 49 1.61
0 分類不能の職業 22 0.00

（注） １．平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分である。
    ２．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
      オンライン上で求職登録した求職者数が含まれている。

常用求人・求職バランスシート(令和6年4月)【一般及びパートの合計】

職業分類
職業計


